
①人口減少および少子高齢化

・県人口は今後、徐々に減少。少子高齢化が進むと推測されている。
・都市部（南部地域）と中山間地域（湖北・高島地域等）で人口動向は二分化する傾向が見られる。
・人口減少・少子高齢化の進展によって、地域コミュニティの弱体化、経済活力の低下、労働力不足、社会資
本の維持や県土の保全などへの影響が懸念。
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図．滋賀県人口および高齢化率の推移

（資料：滋賀県「人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり総合戦略」：成27年10月）

参考資料１環境総合計画に関連するデータ
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図．滋賀県全域および地域別の人口動向

・都市部（南部地域）と中山間地域（湖北・高島地域等）で人口動向は二分化する傾向が見られる。



②県民のボランティア活動の行動者率

・滋賀県民のボランティア活動への参加率は、全国状況よりも高く、高齢者のボランティア活動への参加率は
高い。
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(県・全国)

図．高齢者（65歳以上）のボランティア活動の行動者率（県・全国）



③滋賀県の土地利用の変化
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・土地利用の状況は、平成17年から平成26年の間における土地利用の推移をみると、農用地は他への転用
により18km2減少している。一方、宅地および道路は都市化の進展に伴い、宅地が14km2、道路が11km2の
増加となっている。

図．県土の利用形態別推移
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（資料：滋賀県「滋賀県における土地利用の現状と対策」平成29年3月）



④県内産業の動向

・県民総生産（名目）の産業別推移をみると、第三次産業は増加傾向にあるのに対し、第二次産業は減少傾
向がみられる。
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（資料）滋賀県：県民経済計算（滋賀県統計課）
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第二次産業 26,974 27,275 27,089 25,655 24,107 25,503 24,356 22,478 23,810 23,385

第三次産業 32,747 33,491 34,169 33,709 33,469 33,501 33,320 33,367 33,655 34,063
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図．県内総生産の推移（第二次産業、第三次産業）



⑤国内の環境産業の市場規模

・日本の環境産業の市場規模は、世界的な金融危機の影響による景気減速が発生した2009年を除き、増加
傾向が続いている。
・投資家の間では、企業における環境への取組などを考慮するＥＳＧ投資※への関心が高まりを見せている。
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※ESG投資：環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）といった要素を考慮する投資）

図．環境産業の市場規模
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⑥琵琶湖への流入負荷量の推移
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・排水規制や下水道事業の進捗等により、琵琶湖への流入負荷量は減少している。
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出典：滋賀農林水産統計年報（近畿農政局滋賀農政事務所）

⑥漁獲量の推移

・漁獲量は減少傾向が続いており、特に貝類の減少が著しい。



⑦温室効果ガスの推移

・日本の温室効果ガス排出量は近年減少傾向。世界的には増加傾向が見られている
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